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・テレワークに関する講演・研修

・テレワークセミナー定期実施

・メールマガジン定期配信

・自治体テレワーク普及・推進事業

普及
啓発

・テレワーク導入コンサルティング

テレワークに関する調査/分析

テレワークツールの開発/販売

テレワーク勤務規則/制度策定サポート

・テレワーク研修・講演

導入
支援

・テレワークを活用した新しいビジネスの提案

ビジネス
提案

・国の政策提言
・自治体の施策提言

政策
提言

日本で最初のテレワーク専門コンサルティング会社として、２００８年に設立

株式会社 テレワークマネジメントの概要
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時間や場所を
有効に活用できる
柔軟な働き方

テレワーク

コワーキングスペース

サテライトオフィス

ワーケーション

コ・リビング二地域居住

交通混雑緩和
(ＴＤＭ)

都市集中
緩和

天候異変・
災害

危機管理

新型コロナウイルス

首都直下型地震

都市部積雪

大型台風

計画運休

待機児童

東京2020大会

南海トラフ地震

地方創生

空き家・
空き店舗

関係人口
創出

副業・兼業

人手不足

働き方改革人生１００年
時代

生産性
向上

在宅勤務

高齢者就労

ヤングケアラー
男性の育児休業法定雇用率

ＣＯ２削減

健康寿命
ダイバーシティ

ワークライフバランス
５Ｇ

８０５０問題

ひきこもり

女性活躍
イクメン

スマート農業

親の介護

不妊治療

クラウドソーシング
がん治療

健康経営

リモートワーク

長時間労働の是正
ＲＰＡ

オフィスレス

定年延長デジタルトランスフォーメーション

ＡＩ フリーアドレス

SDGs環境対策

少子化対策

高齢化対策

Ｓｏｃｉｅｔｙ ５.
０

障がい者
雇用

テレワークは、様々なキーワードや課題に答えを出す働き方
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テレワーク拡大を、地方創生につなげるために・・・

都市部企業の行動を促す

• いつもの仕事ができるテレワークの支援(テレワークコンサルティング)
• 国や自治体からの金銭的支援(助成金/税軽減)
• 企業版ふるさと納税等、CSR機会の提供

地域の体制構築を支援する

• 高速インターネット環境の整備

• ワークスペースの整備

• 地域の適切な魅力発信のノウハウ提供

• 地域の受け入れ体制の整備

関連事業者を支援する

• 企業のテレワーク導入支援事業

• 地域へのテレワーク支援事業

• 地域と企業のマッチングサービス事業

• 住居/教育/業務紹介などの関連事業

4



Copyright © 2020 Telework Management. All Rights Reserved.

地方創生テレワークにおいて「企業」にこだわる理由

■2019年労働力調査 「平均結果の概要」より

https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/ft/index.html
就業者数6724万人、雇用者数6004万人、自営業675万人
就業者に占める雇用者の割合は 89.3％
自営業主・家族従業者数は 675 万人と 11 万人の減少
正規の職員・従業員数は，2019 年平均で 3503万人

全国各地の地域に人が移動し、
仕事をしながら地域を楽しみ、
そこで暮らす社会実現のためには、
「企業」が変わる必要がある

自分で働く場所
を決めることが

できる

企業が社員の働
く場所を決める

5
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企業におけるテレワークの現状と課題
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テレワーク実施企業

宣言前 宣言中 解除直後 解除１か月 解除3か月解除３か月

東京商工リサーチ
「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査
第3回 第4回 第5回 第6回 第8回

※資本金1億円以上を大企業、1億円未満や個人企業等を中小企業と定義した。

中小中心に
テレワーク実施
企業が底上げ

61.31%

(1.8倍)

29.05%
(2.0倍)

総務省通信利用動向調査(元年度)

コロナ前

34.6%

14.4 %

大企業 中小企業

コロナ禍におけるテレワーク実施企業の変化
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副業収入を得
たり、資格取得
の時間ができる

子育中でも
フルタイムで
勤務できそう

毎日、満員電車
で通勤しなくて

いいかも

社員「これからもテレワークができたら・・・」
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厚生労働省テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版)
企業の管理職や経営層の間で理解が進んだ
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オフィスに
社員全員分の
広さは不要かも

社員全員に
通勤費を支給し
なくてもいい？

遠くの地域から
も人材を採用
できるかも

出張費を
大幅削減
できそう

国や自治体
助成で

IT化が進めそう

経営者「これからもテレワークができたら・・・」
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厚生労働省テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版)
多くの企業が、コロナ禍を機にテレワークを実施
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厚生労働省テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版)
実施した７割近くの企業が継続意向を示す
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チーム業務
が進まない

オン・オフの
区別が
しにくい

評価が
できない

仕事が
覚えられない

遅くまで
仕事をして

しまう

評価されて
いるか不安

声をかけ
にくい

ひとり仕事が
つらい

コロナ禍のテレワークで見えてきた課題

コミュケーションの課題

マネジメントの課題
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厚生労働省テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版)
企業課題の二位は「従業員間のコミュニケーション」

コミュケーションの課題
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厚生労働省テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版)

従業員課題で「コミュニケーション」が一位と二位を占める

コミュケーションの課題

マネジメントの課題
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厚生労働省テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版)

従業員・上司の４割近くが「さぼり」に関する不安を感じている

マネジメントの課題
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地方創生につながるテレワークとは

オフィスも
働く場所の
ひとつ

都市部 地方

17
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テレワークでも
できるように

すべての仕事を見直す

テレワークでは
仕事が限られる

制度

企業が、コロナ禍を機に、すべての仕事を見直す必要性

道具

無駄流れ
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WORK

従来のテレワーク

頻繁に

出社する必要
がある

本社に負担が
かかり

継続しにくい

メインの仕事は
担当できない

従来(コロナ前)のテレワークの多くは「切り分りけ型」
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目指すべきテレワーク

地方在住でも
勤務が可能

本社の
負担が少なく
継続しやすい

WORK

地方でも
メイン業務が可能

未来 (ポストコロナ)に目指すべきは「いつもの仕事型」

20
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社長室に田澤がいます

会議室Bでは、社内会議中ですね。
ZOOMを使っています。

6人が、同じ部屋で
一緒に仕事をしています

鈴木は、自席にこもって

集中仕事をしているようで
す

田中は、電話エリアで
電話対応中ですね

応接室では、社員が

お客様の対応をしていま
す

お昼の時間になると
休憩室に移動します

毎朝9時になったら、
大講堂でラジオ体操

【事例】弊社のオフィスは、クラウド上にあります

21



Copyright © 2020 Telework Management. All Rights Reserved.

地域における受け入れ体制の構築
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平成27年度～ 総務省ふるさとテレワークの経験から

総務省では、平成27年度に、地域の実情や企業ニーズに応じた有効なふるさとテレワークのモ
デル等を実証した事業を行いました。平成28年度からは、地方自治体や民間企業等に対し、地
方のサテライトオフィス等のテレワーク環境を整備するための費用の一部を補助する事業を行っ
ています。
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24

サテライトオフィス
(専用型)

企業

地方のオフィスに、
都市部の企業が社員を派
遣し、本社機能の一部をテ
レワークで行う(雇用型)

徳島県
神山町

テレワーク

類型A 都市部企業が地方にサテライトオフィスを設置

24
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サテライトオフィス
(コワーキング型)

企業

コロナ禍や、子育てや親の介護の
理由から地方への移住を希望す
る社員を、テレワークで雇用を継
続する(雇用型)

テレワーク

遠隔で雇用継続

類型B 都市部企業で働きながら、地方に移住

25
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起業支援拠点

地方に移住しつつ、個人事業主
として、または起業により、都市
部の仕事をテレワークで実施す
る(自営型)

従来の
クライアント

クラウド
ソーシング

企業

元勤めていた
企業

テレワーク

都市部の仕事

類型C 都市部企業で働きながら、地方に移住

26
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コロナ禍を経て、地方創生テレワークモデルの拡大と加速

類型A 類型B

類型C 類型D

関係人口

企業の
テレワーク普及

若者の
地方志向

ワーケーション

コロナ禍

27
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【事例】 北見市「さまざまな地方創生テレワークに実績あり」

類型A 類型B

類型C 類型D

平成27年度ふるさとテレワーク実証事業に参加。商店街の空き店舗をリニューアルして「サテライトオフィス北見」
を設置。継続的に地元起業家の利用促進、北見工大との共同イベント、帰省型テレワーク、オンラインインターン
シップ等の企画や施策を実施し、「ふるさとテレワーク」4類型すべての事例を実践。令和2年秋、全国発の「移住
者1人から」企業に補助金を出す制度をスタートさせた 。

28
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【事例】 斜里町 「地元団体の尽力で、企業200社とつながる」

斜里テレワークセンター「しれとこらぼ」

平成27年度ふるさとテレワーク実証事業に参加。遊休施設をテレワークセンターに改装し、地元メンバーでテレ
ワーカー受け入れ団体「知床スロウワークス」を設立。人と人がつながり、年々テレワークで訪問する企業が増加。
地元の学校での出前授業や、地元祭りへの企業参加など、来町数は、企業200社、500名に。

29
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【事例】富良野市 「令和2年度に富良野モデルを検討・提言」

令和2年、「富良野市ワーケーション受入研究会」を設立し、「ワーケーション受入検討実証事業」を実施。
ソーシャルディスタンスを徹底して保つ企画により、5社8名のモニターの受け入れた。また、研究会での先進地視
察と、ワークショップを複数回開催。地域企業・住民を巻き込んだ形で、来年度以降の事業方針を提言予定。

ワークショップでの検討シート
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ワーク
スペース

滞在施設

地域支援

休暇要素

企業や人の受入地域に求められること

福利厚生
人材育成
人材確保
地域貢献

施設内ワークスペース
コワーキングスペース
サテライトオフィス

ホテル・旅館・別荘
民泊・空き家
移住お試し住宅

観光(名所・歴史・ロケ地)
自然(リフレッシュ・体験)
趣味(釣り・サーフィン等)

受け入れ支援
滞在支援

関係継続支援

故郷へ戻る
非日常
旅行リピート
出張先

中間組織・人材

地域

関係人口
ワーケーション

施策

企業の目的 個人の目的

地域は、企業や個人の目的や課題を理解した
上で、自地域が持つ強みを最大限に生かすこと
が重要。また、その先のゴール(移住等)を見据
え、持続可能な施策とする必要がある。
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【参考】企業事例 リコー株式会社様 事例

32

※リコー株式会社様ご提供資料
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【参考】企業事例 日立製作所

33

※株式会社日立製作所様ご提供資料

北海道知床斜里町への取り組み事例
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【参考】企業事例 さくらインターネット ※さくらインターネット株式会社様 ご提供資料

2020年、テレワーク（リモートワーク）前提の働き方に！
コロナ禍への対応だけでなく、「さくらインターネットの働き方」として、どこでも働ける環境づくりを推進中

制度・施策

さぶりこ どこでもワーキング
自宅、カフェ、コワーキングスペースなど、幅
広いところで勤務できるリモートワーク制度。
利用回数の制限もありません。

さぶりこ クロスターン
東京から他拠点への自由な転勤を認め、転
勤費用の補助として最大130万円の一時金を
支給。既存社員に加え、入社時も利用可能。
（※）期間限定の施策のため現在は終了

「クロスターン」で、
社員が、東京から
石狩・福岡・熊本等
に移住

ワーケーション(休
暇型)を実施する社
員が増加

ウィークリーマンショ
ンを利用して地方を
転々としている社員
も存在

社長自らが、沖縄・
那覇に滞在してテレ
ワーク中心

実践事例
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【参考】コロナ後、仮想オフィスが数多く登場
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【参考】海外での仮想オフィス 利用事例 (Sococo)

・オフィスがあるロケーション以外での採用
・業務の効率化
・出張コストの削減
・自然なコミュニケーション

World Wide Technology inc
- 1990年設立、年間売上１兆円以上
- テクノロジー＆サプライチェーンサービス・プロバイダー
- 従業員数：5000人以上、世界20箇所以上に配置されたチーム

※株式会社イグアス様からの情報提供
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石川県加賀市立錦城小学校

大分市府内５番街商店街

香川県新屋島水族館

【参考】「人」を活かすロボットによる、地域とのつながり
※アバターイン株式会社様からの情報提供

アバターロボット“newme（ニューミー）”
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